
（様式第１号）　※事業を実施する場合は添付必須

作成年月日　　　　令和　年　月　日

都道府県・市町村名　

地域協議会・代表者名

１　水田リノベーション産地・実需協働プランに参画する者

※１　「農業者」及び「実需者」欄は必ず記載すること。

※２　各者の役割について、名称の後ろに括弧【　　】書きにて簡潔に記載すること。

２　輸出や加工仕向け生産など、需要に応じた生産等の取組の現状と今後の方針

水田リノベーション産地・実需協働プラン

農業者

実需者

集出荷業者等

その他

＜現状＞

＜今後の対応方針＞

※複数品目に取り組む場合は、品目毎に記載すること。



賃金 旅費 需用費 役務費 使用料及び賃料 委託費 雑費

３　取組の内容・輸出構想・目標等

　　（１）低コスト生産等の取組

チ

ェ
ッ
ク
欄

品目
令和２年度
作付面積

（m
2
）

令和３年度取組

助成申請額
（千円）

選択する成果目標項目・ポイント

面積

（m
2
）

①

出荷・販売
契約数量

（kg）

令和７年度までに輸出を目指す面積（m2） 令和12年度までに輸出を目指す面積（m2）

うち、①の加工向けの内数 うち、①の加工向けの内数

ポイント
③

（５）の
ポイント④

中長期的な輸出構想※２

加工用米

新市場開拓用米

麦　（輸出向け）

麦　（加工向け）

大豆　（輸出向け）

大豆　（加工向け）

高収益作物（輸出向け）

高収益作物（加工・業務用）

助成対象者数（実人数）（人）

※　「助成対象者数（実人数）」欄には、品目毎の重複を除いた実人数を記載すること。

品目

※１　取組品目毎に別紙の農業者別取組計画表を提出すること。

※２　上表の「中長期的な輸出構想」欄は任意記載。
　　　 中長期的に輸出を目指す構想として、輸出を目指す作付面積を記載するとともに、 その内容・考え方を以下に簡潔に記載すること。
　　　 また、「うち、①の加工向けの内数」欄には、令和３年度は加工向けとして取り組む面積のうち、中長期的に輸出向けとして転換する面積を記載すること。

＜中長期的な輸出構想＞

令和２年度　主食用米の作付面積（a）

令和３年度　主食用米の作付予定面積（a）

合計ポイント
②＋③＋④

推進事業（事務）に要する
経費　計（千円）

内訳

（1）又は（２）
ポイント

②
（３）又は（４）

製品名

整備する機械・施設

※　整備事業に取り組む事業実施主体は、別途、整備事業に係る事業実施計画書を作成し、整備施設の所在地を管轄する都道府県に提出すること。

４　推進事業費（事務費）

※　主食用米の作付面積・作付予定面積は本プランに参画している農業者に限らず、当該地域農業再生協議会全体の数値を記載すること。
　　 具体的には、令和２年度は、地方農政局等が公表した「水田における作付状況」の地域農業再生協議会別の面積を記載し、令和３年度は、水田活用の直接支払交付金の令和３年度転換作物拡大計画における計画面積を記載すること。

　　（２）輸出拡大又は国産シェア拡大のための機械・施設整備の取組

整備主体（整備事業の事業実施主体）
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農薬
削減

備考
経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

令和3年度
出荷・販売
契約数量
（kg）

令和2年度
作付面積

（m
2
）

番号
氏名又は

法人・組織名

低コスト生産等の取組 令和3年度
取組面積

（m
2
）

直播
栽培

疎植
栽培

高密
育苗

ﾌﾟｰﾙ
育苗

温湯
消毒

別紙

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【新市場開拓用米】

効率
移植

助成
申請額
（千円）

多収
品種

共同
利用

スマー
ト農業

地域
特認

作期
分散

土づ
くり

効率
施肥

農薬
処理

肥料
削減
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合計

番号
氏名又は

法人・組織名

低コスト生産等の取組

肥料
削減

農薬
削減

スマー
ト農業

備考

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【加工用米】

直播
栽培

疎植
栽培

高密
育苗

令和3年度
取組面積

（m
2
）

助成
申請額
（千円）

農薬
処理

多収
品種

共同
利用

地域
特認

ﾌﾟｰﾙ
育苗

温湯
消毒

効率
移植

作期
分散

別紙

効率
施肥

土づ
くり

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

令和3年度
出荷・販売
契約数量
（kg）

令和2年度
作付面積

（m
2
）
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○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【麦】（輸出向け、加工向け）

番号
氏名又は

法人・組織名

低コスト生産等の取組 令和3年度
取組
面積

（m
2
）

ふく
土踏
圧

栽培
管理

難防
除雑
草

スマー
ト農

融雪
促進

助成
申請額
（千円）

備考排水
対策

共同
利用

地域
特認

生育
予測
システ
ム

施肥
病害
虫防
除

令和2年度
作付面積

（m
2
）

別紙

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

令和3年度
出荷・販売
契約数量
（kg）
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合計

スマー
ト農業

備考均平
作業

摘心
栽培

畝間
冠水

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード
300Ａ
技術

難防
除雑
草

土づ
くり

新品
種導
入

別紙

助成
申請額
（千円）

団地
化

肥料
削減

農薬
削減

地域
特認

令和3年度
出荷・販売
契約数量
（kg）

令和2年度
作付面積

（m
2
）

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【大豆】（輸出向け、加工向け）

番号
氏名又は

法人・組織名

低コスト生産等の取組 令和3年度
取組
面積

（m
2
）

施肥
排水
対策

共同
利用
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合計

土壌
消毒

ドリ
フト
対策

土づ
くり

地域
特認

備考
助成
申請額
（千円）

排水
対策

スマー
ト農業

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【高収益作物】（輸出向け、加工・業務用）　＜品目名：　　　　＞

共同
利用

令和2年度
作付面積

（m
2
）

病害
虫対
策

肥料
削減

農薬
削減

新品
種導
入

令和3年度
出荷・販売
契約数量
（kg）

別紙

番号
氏名又は

法人・組織名

低コスト生産等の取組 令和3年度
取組面積

（m
2
）

生物
農薬



（様式第２号） 

番   号  

年 月 日  

 

○○農政局長 

北海道農政事務所長   殿 

内閣府沖縄総合事務局長 

 

住所 

○○農業再生協議会 

会長          

 

 

新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち実需者ニーズ対応低コスト生産等取 

組支援事業業務方法書（の変更）について 

 

 

 新市場に向けた水田リノベーション事業実施要領（令和３年１月 29 日付け２政統第 1961 号農林

水産省政策統括官通知）別記１の第３の１の規定に基づき、業務方法書を作成（変更）したので、下

記の関係書類を添えて承認を申請する。 

 

記 

 

 添付書類 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち実需者ニーズ対応低コスト生産等

取組支援事業業務方法書 

 



様式第３号

作成年月日　　　　令和　年　月　日

都道府県協議会名　

代表者名

１　都道府県全体としての輸出や加工仕向け生産など、需要に応じた生産等の取組の現状と今後の方針

都道府県取組計画書

＜現状＞

＜今後の対応方針＞

※複数品目に取り組む場合は、品目毎に記載すること。



賃金 旅費 需用費 役務費 使用料及び賃料 委託費 雑費

賃金 旅費 需用費 役務費 使用料及び賃料 委託費 雑費

※申請のあった当該地域農業再生協議会の推進事務費を積み上げて記載すること

助成対象者数（実人数）（人）

３－１　都道府県推進事業費（事務費）

推進事業（事務）に要する
経費　計（千円）

内訳

３－２　地域農業再生協議会推進事業費（事務費）

推進事業（事務）に要する
経費　計（千円）

内訳

※　「助成対象者数（実人数）」欄には、品目毎の重複を除いた実人数を記載すること。

※　主食用米の作付面積・作付予定面積は、当該都道府県が管轄する地域農業再生協議会から提出のあった水田リノベーションプランに記載された数値を合算して記載すること。

高収益作物（加工・業務用）

※１　地域農業再生協議会から提出のあったの水田リノベーションプランに基づき、取組品目毎に別紙を提出すること。

※２　上表の「中長期的な輸出構想」欄は任意記載。
　　　 中長期的に輸出を目指す構想として、輸出を目指す作付面積を記載するとともに、 その内容・考え方を以下に簡潔に記載すること。
　　　 また、「うち、①の加工向けの内数」欄には、令和３年度は加工向けとして取り組む面積のうち、中長期的に輸出向けとして転換する面積を記載すること。

＜中長期的な輸出構想＞

令和２年度　主食用米の作付面積（a）

令和３年度　主食用米の作付予定面積（a）

大豆　（加工向け）

高収益作物（輸出向け）

大豆　（輸出向け）

麦　（加工向け）

２　都道府県全体の取組の内容・輸出構想・目標等

チ

ェ
ッ
ク
欄

品目
令和２年度
作付面積

（m
2
）

令和３年度取組 中長期的な輸出構想※２

助成申請額
（千円）

面積

（m
2
）

①

出荷・販売
契約数量

（kg）

令和７年度までに輸出を目指す面積（m2） 令和12年度までに輸出を目指す面積（m2）

うち、①の加工向けの内数 うち、①の加工向けの内数

新市場開拓用米

　　（１）低コスト生産等の取組

加工用米

麦　（輸出向け）
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26

別紙

合計

農薬
処理

直播
栽培

疎植
栽培

共同
利用

スマー
ト農業

高密
育苗

ﾌﾟｰﾙ
育苗

温湯
消毒

効率
移植

作期
分散

土づ
くり

効率
施肥

（1）又は
（２）

ポイント
②

（３）又は
（４）

ポイント
③

（５）の
ポイント④

合計ポイント
②＋③＋④

低コスト生産等の取組　※人数を記載

備考肥料
削減

番号
地域農業再生

協議会名

令和２年度
作付面積

（m2）

令和3年度
取組
面積

（m2）

令和3年度
出荷・販売

契約数量

（kg）

助成
申請額
（千円）

選択する成果目標項目・ポイント

○○県農業再生協議会　品目別取組計画表
【新市場開拓用米】

農薬
削減

多収
品種

助成対象
者数
（人）

地域
特認
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合計

直播
栽培

疎植
栽培

高密
育苗

効率
移植

助成対象者
数

（人）

令和２年度
作付面積

（m2）

令和3年度
出荷・販売

契約数量

（kg）

合計ポイント
②＋③＋④

選択する成果目標項目・ポイント 低コスト生産等の取組　※人数を記載令和3年度取
組

面積

（m2）

（1）又は
（２）

ポイント
②

（３）又は
（４）

ポイント
③

（５）の
ポイント④

ﾌﾟｰﾙ
育苗

温湯
消毒

土づ
くり

効率
施肥

農薬
処理

地域
特認

備考肥料
削減

農薬
削減

助成
申請額
（千円）

○○県農業再生協議会　品目別取組計画表
【加工用米】

中長期的な輸出構想
令和７年度までに輸出を目指す面積（m2） 令和12年度までに輸出を目指す面積（m2）

うち、①の加工向けの内数 うち、①の加工向けの内数

番号
地域農業再生
協議会名

多収
品種

共同
利用

スマー
ト農業

作期
分散
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合計

番号
地域農業再生

協議会名

低コスト生産等の取組　※人数を記載

ふく
土踏
圧

栽培
管理

難防
除雑
草

スマー
ト農

令和２年度
作付面積

（m
2
）

令和3年度
取組
面積

（m
2
）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【麦】（輸出向け）

融雪
促進

備考排水
対策

共同
利用

地域
特認

生育
予測
システ
ム

施肥
病害
虫防
除

助成対象
者数
（人）

助成
申請額
（千円）

選択する成果目標項目・ポイント

（1）又は
（２）

ポイント
②

（３）又は
（４）

ポイント
③

（５）の
ポイント④

合計ポイント
②＋③＋④
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○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【麦】（加工向け）

番号
地域農業再生

協議会名

令和２年度
作付面積

（m
2
）

令和3年度
取組
面積

（m
2
）

中長期的な輸出構想 選択する成果目標項目・ポイント 低コスト生産等の取組　※人数を記載

合計ポイント
②＋③＋④

融雪
促進

施肥
病害
虫防
除

排水
対策

共同
利用

令和７年度までに輸出を目指す面積（m2） 令和12年度までに輸出を目指す面積（m2）
（1）又は
（２）

ポイント
②

（３）又は
（４）うち、①の加工向けの内数 うち、①の加工向けの内数

栽培
管理

ふく
土踏
圧

備考スマー
ト農

地域
特認

合計

難防
除雑
草

生育
予測
システ
ム

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

助成
申請額
（千円）

助成対象
者数
（人）

ポイント
③

（５）の
ポイント④
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13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

畝間
冠水

別紙

合計

令和3年度
出荷・販売

契約数量

（kg）

助成
申請額
（千円）

選択する成果目標項目・ポイント

（1）又は
（２）

ポイント
②

（３）又は
（４）

ポイント
③

（５）の
ポイント④

合計ポイント
②＋③＋④

助成対象
者数
（人）

令和２年度
作付面積

（m2）

令和3年度取
組

面積

（m2）

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【大豆】（輸出向け）

農薬
削減

地域
特認

番号
地域農業再生

協議名

低コスト生産等の取組　※人数を記載

施肥
排水
対策

共同
利用

均平
作業

摘心
栽培

300Ａ
技術

難防
除雑
草

団地
化

土づ
くり

新品
種導
入

肥料
削減

スマー
ト農業

備考



0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

別紙

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【大豆】（加工向け）

番号
地域農業再生

協議名

令和２年度
作付面積

（m2）

令和3年度取
組

面積

（m2）

令和７年度までに輸出を目指す面積（m2） 令和12年度までに輸出を目指す面積（m2） （1）又は
（２）

ポイント
②

（３）又は
（４）

ポイント
③

（５）の
ポイント④

備考

中長期的な輸出構想 選択する成果目標項目・ポイント 低コスト生産等の取組　※人数を記載

合計ポイント
②＋③＋④

300Ａ
技術

難防
除雑
草

土づ
くり

排水
対策

共同
利用

スマー
ト農業

地域
特認

新品
種導
入

施肥
均平
作業

摘心
栽培

畝間
冠水

団地
化うち、①の加工向けの内数 うち、①の加工向けの内数

合計

肥料
削減

農薬
削減

令和3年度
出荷・販売

契約数量

（kg）

助成
申請額
（千円）

助成対象
者数
（人）



0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【高収益作物】（輸出向け）　＜品目名：　　　　＞

合計ポイント
②＋③＋④

別紙

合計

土壌
消毒

ドリ
フト
対策

土づ
くり

地域
特認

備考排水
対策

ス
マート
農業

（1）又は
（２）

ポイント
②

（３）又は
（４）

ポイント
③

（５）の
ポイント④

番号
地域農業再生
協議会名

低コスト生産等の取組　※人数を記載
病害
虫対
策

肥料
削減

農薬
削減

新品
種導
入

生物
農薬

助成対象
者数
（人）

共同
利用

令和２年度
作付面積

（m
2
）

令和3年度
取組
面積

（m
2
）

令和3年度
出荷・販売

契約数量

（kg）

助成
申請額
（千円）

選択する成果目標項目・ポイント



0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

別紙

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【高収益作物】（加工・業務用）　＜品目名：　　　　＞

番号
地域農業再生
協議会名

令和２年度
作付面積

（m
2
）

令和3年度
取組
面積

（m
2
）

令和７年度までに輸出を目指す面積（m
2
） 令和12年度までに輸出を目指す面積（m

2
）

（1）又は
（２）

ポイント
②

（３）又は
（４）

ポイント
③

（５）の
ポイント④

備考

合計

ドリ
フト
対策

肥料
削減

令和3年度
出荷・販売

契約数量

（kg）

助成
申請額
（千円）

助成対象
者数
（人）

中長期的な輸出構想 選択する成果目標項目・ポイント 低コスト生産等の取組　※人数を記載

合計ポイント
②＋③＋④

生物
農薬

病害
虫対
策

土壌
消毒

共同
利用

ス
マート
農業

地域
特認うち、①の加工向けの内

数
うち、①の加工向けの内

数

農薬
削減

土づ
くり

新品
種導
入

排水
対策



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

○○県農業再生協議会　地域農業再生協議会別推進事業費（事務費）一覧

番号
地域農業再生

協議会名
推進事業（事務）に要す

る経費　計（千円）
備考

賃金 旅費 需用費 役務費

合計

委託費
使用量及び

賃料
雑費

内訳



（様式第３号－１） 

番   号  

年 月 日  

 

○○農政局長 

北海道農政事務所長   殿 

内閣府沖縄総合事務局長 

 

住所 

○○県農業再生協議会 

会長          

 

 

新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち実需者ニーズ対応低コスト生産等支 

援事業にかかる都道府県取組計画書について 

 

 

 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業実施要領（令和３年１月 29 日付け２政統第 1961 号

農林水産省政策統括官通知）別記１の第４の１の規定に基づき、都道府県取組計画書を作成したの

で、下記の関係書類を添えて承認を申請する。 

 

記 

 

 添付書類 都道府県取組計画書 

 



（様式第３号－２） 

番   号  

年 月 日  

 

○○農政局長 

北海道農政事務所長   殿 

内閣府沖縄総合事務局長 

 

住所 

○○農業再生協議会 

会長          

 

 

新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち実需者ニーズ対応低コスト生産等取 

組支援事業にかかる都道府県取組計画書の変更について 

 

 

 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業実施要領（令和３年１月 29 日付け２政統第 1961 号

農林水産省政策統括官通知）別記１の第４の４の規定に基づき、都道府県取組計画書を変更したの

で、下記の関係書類を添えて承認を申請する。 

 

記 

 

 添付書類 都道府県取組計画書 

 



（様式第４号） 

 

番   号  

年 月 日  

 

○○農政局長 

北海道農政事務所長   殿 

内閣府沖縄総合事務局長 

 

 

農林水産省政策統括官          

 

 

新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち実需者ニーズ対応低コスト生産等取 

組支援事業の配分について 

 

 

 新市場に向けた水田リノベーション事業実施要領（令和３年１月 29 日付け２政統第 1961 号農林

水産省政策統括官通知）別記１の第５の２の規定に基づき、配分対象となる都道府県取組計画書及

び当該都道府県農業再生協議会を決定したため、貴局（北海道農政事務所にあっては、貴所）管内へ

通知されたい。 

 なお、配分額の詳細については、別紙のとおりとする。 

 

記 

 

都道府県農業再生協議会名 配分額 

  

  

  

 

 



（様式第５号：参考様式）

１．申込者 必須

２．取組品⽬・⾯積 必須

    ⾯積※
  （㎡）

出荷・販売
契約数量（kg）

新市場開拓⽤⽶

【輸出向け】
【加⼯向け】
【輸出向け】
【加⼯向け】

⾼収益作物 【輸出向け】

⾼収益作物 【加⼯・業務⽤】

新市場開拓に向けた⽔⽥リノベーション事業 取組計画書
締切：令和３年○⽉○⽇（ ）

⽒名⼜は法⼈・組織名

フリガナ

          農業再⽣協議会⻑ 殿

加⼯⽤⽶
⻨

⼤⾖

フリガナ

代表者⽒名 (法⼈・組織のみ)

住 所

▽ 取り組む品⽬に✓を⼊れてください。
▽ 令和２年度作付⾯積、令和３年度事業取組⾯積は、㎡単位で、⼩数点以下切り捨ての数値を記載してください。
▽ ⾼収益作物に取り組む場合は、具体的な品⽬を記載してください。
   なお、⾼収益作物については、⽔⽥活⽤の直接⽀払交付⾦の産地交付⾦によって地域農業再⽣協議会等が
  令和３年度に⽀援を予定している品⽬が対象ですので、事前に地域農業再⽣協議会の事務局までご確認ください。

※令和３年度の作付⾯積と本事業取組⾯積は異なる場合があります。
  「令和３年度事業取組 ⾯積」欄には、低コスト⽣産等の取組を各品⽬で確実に３つ以上⾏う予定の⾯積
 （＝⽀援対象⾯積）であって、実需者との契約取引に基づく出荷・販売数量に応じた⾯積を記載してください。

(〒   ー    )

品⽬：

品⽬：

令和３年度事業取組
令和２年度

作付⾯積（㎡）
チェック欄 品⽬

品⽬：

品⽬：

※ 必要事項を記⼊して、営農計画書を提出している地域農業再⽣協議会へ提出してください。



３．実需者※との契約の有無について 必須

⾼収益作物
〔輸出
向け〕

⾼収益作物
〔加⼯・
業務⽤〕

品⽬名
〔  〕

品⽬名
〔  〕

（１）
直接、実需者と販売契約
を締結している⼜は締結
する計画を有している場
合、実需者名を右欄に記
載

実
需
者
名

集
出
荷
業
者
等
名

実
需
者
名

（３）
農業者（申込者）が直
接、加⼯等を⾏っている
など、実需者の役割を兼
ねている場合、加⼯等の
取組内容を右欄に記載

加
⼯
等
の
取
組
内
容

※ 本事業における実需者とは、加⼯等を⾏う⾷品製造事業者や外⾷・中⾷業者のほか、輸出を代⾏する輸出事業者等で
す。
▽ 取り組む品⽬毎に、（１）〜（３）について該当する場合、具体的な実需者名（（２）には、集出荷業者等名も併せ
て）を必ず記載してください。また、⾼収益作物については、具体的な品⽬も記載してください。
▽ 添付書類として、集出荷業者等や実需者との販売契約書の写しや、契約を締結する計画等を提出してください。

上記表で実需者名等の欄が不⾜するなどの場合には以下に記載してくだい。
その場合、品⽬も併せて記載してください。

新市場
開拓⽤⽶

加⼯⽤⽶
⻨

〔輸出
向け〕

⻨
〔加⼯
向け〕

⼤⾖
〔輸出
向け〕

⼤⾖
〔加⼯
向け〕

（２）
集出荷業者（JAや卸売
業者）等と出荷契約を締
結し、その集出荷業者等
が実需者と販売契約を締
結している⼜は締結する
計画を有している場合、
集出荷事業者名と実需者
名を右欄に記載



４．実施する取組

（１）新市場開拓⽤⽶、加⼯⽤⽶に取り組む⽅は記載 選択
番号 取組メニュー 新市場開拓⽤⽶ 加⼯⽤⽶

1 直播栽培 □ □
2 疎植栽培 □ □
3 ⾼密度播種育苗栽培 □ □
4 プール育苗 □ □
5 温湯種⼦消毒 □ □
6 効率的な移植栽培 □ □
7 作期分散 □ □
8 ⼟壌診断等を踏まえた施肥・⼟づくり □ □
9 効率的な施肥 □ □
10 効率的な農薬処理 □ □
11 化学肥料の使⽤量削減 □ □
12 化学農薬の使⽤量削減 □ □
13 多収品種の導⼊ □ □
14 農業機械の共同利⽤ □ □
15 スマート農業機器の活⽤ □ □
16 地域特認メニュー（         ） □ □

地域特認メニュー（         ） □ □

（２）⻨に取り組む⽅は記載 選択
番号 取組メニュー ⻨（輸出向け） ⻨（加⼯向け）

1 融雪促進 □ □
2 新たに導⼊した品種に応じた栽培管理 □ □
3 ふく⼟・踏圧 □ □
4 難防除雑草対策 □ □
5 ⽣育予測システムを活⽤した開花期・収穫期予測 □ □
6 効率的・効果的な施肥 □ □
7 重要病害⾍の防除 □ □
8 排⽔対策管理 □ □
9 農業機械の共同利⽤ □ □
10 スマート農業機器の活⽤ □ □
11 地域特認メニュー（         ） □ □

地域特認メニュー（         ） □ □

※ 品目毎に３つ以上の取組メニューに✓を入れて下さい



（３）⼤⾖に取り組む⽅は記載 選択
番号 取組メニュー

1 ⼤⾖３００Ａ技術

2 難防除雑草対策

3 ⼟壌診断等を踏まえた施肥・⼟づくり

4 新品種の導⼊

5 効率的な施肥

6 均平作業（傾斜均平）

7 摘⼼栽培

8 畝間冠⽔

9 団地化の推進

10 化学肥料の使⽤量削減

11 化学農薬の使⽤量削減

12 排⽔対策

13 農業機械の共同利⽤

14 スマート農業機器の活⽤

15 地域特認メニュー（         ）

地域特認メニュー（         ）

（４）⾼収益作物に取り組む⽅は記載 選択

品⽬名
（   ）

品⽬名
（   ）

品⽬名
（   ）

品⽬名
（   ）

1 ⽣物農薬の導⼊ □ □ □ □

2 農薬によらない病害⾍対策 □ □ □ □

3 農薬によらない⼟壌消毒 □ □ □ □

4 農薬のドリフト対策 □ □ □ □

5 化学肥料の使⽤量削減 □ □ □ □

6 化学農薬の使⽤量削減 □ □ □ □

7 ⼟壌診断等を踏まえた施肥・⼟作り □ □ □ □

8 新品種の導⼊ □ □ □ □

9 排⽔対策 □ □ □ □

10 農業機械の共同利⽤ □ □ □ □

11 スマート農業機器の活⽤ □ □ □ □

12 地域特認メニュー（        ） □ □ □ □

地域特認メニュー（        ） □ □ □ □

□

□□

□

□

□

□

□

番号 取組メニュー
⾼収益作物（輸出向け） ⾼収益作物（加⼯・業務⽤）

□

□

□

□

□

□□

□

□

□

□

□

□

□

⼤⾖（加⼯向け）

□

⼤⾖（輸出向け）

□

□ □

□

□

□

□

□

□



５．確認欄（以下の□に✓を⼊れ、署名をしてください） 必須

□ 国の他の助成事業（水田麦・大豆産地生産性向上事業、端境期等対策産地
育成事業等の令和３年産に係る事業（水田活用の直接支払交付金のうち産
地交付金及び水田農業高収益化推進助成は除く））で支援を受けている又
は受ける予定となっている取組は選択しておらず、補助金等の重複受給は
ありません。

□ 本事業で支援を受けた水田の面積については、令和３年度水田活用の直接
支払交付金の戦略作物助成（加工用米、麦・大豆）及び都道府県に対する
産地交付金の取組に応じた追加配分（新市場開拓用米）の対象面積から除
外されることについて了承します。

□ 取組を実施しても、採択審査の結果、助成対象とならない場合があることに
ついて了承します。

□ 出荷・販売契約書や出荷・販売伝票等の証拠書類を令和４年度から５年間
保管し、地域農業再生協議会や地方農政局等からの求めがあった場合に
は、提出します。

□ 以下の場合には、補助金を返還すること、又は交付されないことに異存あり
ません。

・本計画書に基づく内容において、虚偽の申請をしたことが判明した場合
・正当な理由なく、本計画書に記載した対象作物を作付けていないことが判
明した場合
・本計画書に記載した対象作物について、必要な出荷・販売契約等の締結
をしていないこと、適切な作付け・肥培管理・収穫等が行われていないこと
や、正当な理由なく、出荷・販売をしていないこと、その他交付要件を満たす
取組が行われていないことが判明した場合
・必要書類が保管されておらず、要件を満たすことが確認できない場合や提
出を拒む場合
・地域農業再生協議会等による適正な事業執行等のための調査に応じない
場合

上記確認内容に同意すること、助成対象となった場合には、確実に取組を実施
するとともに、取組の結果報告を⾏うことを誓約します。
令和３年 月 日 氏名



（様式第６号：参考様式）

          農業再⽣協議会⻑ 殿

１．取組計画実施者

２．実施した取組品⽬・⾯積

  ⾯積
  （㎡）

出荷・販売
契約数量（kg）

    ⾯積※
  （㎡）

出荷・販売
契約数量（kg）

新市場開拓⽤⽶

【輸出向け】
【加⼯向け】
【輸出向け】
【加⼯向け】

⾼収益作物 【輸出向け】

⾼収益作物 【加⼯・業務⽤】

締切：令和○年○⽉○⽇（ ）

新市場開拓に向けた⽔⽥リノベーション事業
取組計画実施状況報告書

記

⽒名⼜は法⼈・組織名

フリガナ

取組計画に基づき下記のとおり取組を実施しましたので、新市場開拓に向けた⽔⽥リノベーション事
業実施要領（令和３年１⽉29⽇付け２政統第1961号農林⽔産省政策統括官通知）別記１の第７の６
の規定に基づき、下記のとおり報告します。

品⽬：

品⽬：

加⼯⽤⽶
⻨

⼤⾖

フリガナ

代表者⽒名 (法⼈・組織のみ)

住 所

▽ 取り組んだ品⽬に✓を⼊れてください。
▽ 令和３年度事業取組⾯積は、㎡単位で、⼩数点以下切り捨ての数値を記載してください。
▽ ⾼収益作物に取り組む場合は、具体的な品⽬を記載してください。

※令和３年度の作付⾯積と本事業取組⾯積は異なる場合があります。
  「令和３年度事業取組 ⾯積」欄には、低コスト⽣産等の取組を各品⽬で３つ以上⾏った⾯積
 （＝⽀援対象⾯積）であって、実需者との契約取引に基づく出荷・販売数量に応じた⾯積を記載してください。

(〒   ー    )

品⽬：

品⽬：

令和３年度事業取組令和３年度事業取組

計画 実績

チェック欄 品⽬

※ 必要事項を記⼊して、営農計画書を提出している地域農業再⽣協議会へ提出してください。



３．実施した取組

（１）新市場開拓⽤⽶、加⼯⽤⽶に取り組んだ⽅は記載
番号 取組メニュー 新市場開拓⽤⽶ 加⼯⽤⽶

1 直播栽培 □ □
2 疎植栽培 □ □
3 ⾼密度播種育苗栽培 □ □
4 プール育苗 □ □
5 温湯種⼦消毒 □ □
6 効率的な移植栽培 □ □
7 作期分散 □ □
8 ⼟壌診断等を踏まえた施肥・⼟づくり □ □
9 効率的な施肥 □ □
10 効率的な農薬処理 □ □
11 化学肥料の使⽤量削減 □ □
12 化学農薬の使⽤量削減 □ □
13 多収品種の導⼊ □ □
14 農業機械の共同利⽤ □ □
15 スマート農業機器の活⽤ □ □
16 地域特認メニュー（         ） □ □

地域特認メニュー（         ） □ □

（２）⻨に取り組んだ⽅は記載
番号 取組メニュー ⻨（輸出向け） ⻨（加⼯向け）

1 融雪促進 □ □
2 新たに導⼊した品種に応じた栽培管理 □ □
3 ふく⼟・踏圧 □ □
4 難防除雑草対策 □ □
5 ⽣育予測システムを活⽤した開花期・収穫期予測 □ □
6 効率的・効果的な施肥 □ □
7 重要病害⾍の防除 □ □
8 排⽔対策管理 □ □
9 農業機械の共同利⽤ □ □
10 スマート農業機器の活⽤ □ □
11 地域特認メニュー（         ） □ □

地域特認メニュー（         ） □ □

※ 申請時に選択した品目毎の取組メニュー（３つ以上）のうち、実

 際に実施したものに✓を入れて下さい



（３）⼤⾖に取り組んだ⽅は記載
番号 取組メニュー

1 ⼤⾖３００Ａ技術

2 難防除雑草対策

3 ⼟壌診断等を踏まえた施肥・⼟づくり

4 新品種の導⼊

5 効率的な施肥

6 均平作業（傾斜均平）

7 摘⼼栽培

8 畝間冠⽔

9 団地化の推進

10 化学肥料の使⽤量削減

11 化学農薬の使⽤量削減

12 排⽔対策

13 農業機械の共同利⽤

14 スマート農業機器の活⽤

15 地域特認メニュー（         ）

地域特認メニュー（         ）

（４）⾼収益作物に取り組んだ⽅は記載

品⽬名
（   ）

品⽬名
（   ）

品⽬名
（   ）

品⽬名
（   ）

1 ⽣物農薬の導⼊ □ □ □ □

2 農薬によらない病害⾍対策 □ □ □ □

3 農薬によらない⼟壌消毒 □ □ □ □

4 農薬のドリフト対策 □ □ □ □

5 化学肥料の使⽤量削減 □ □ □ □

6 化学農薬の使⽤量削減 □ □ □ □

7 ⼟壌診断等を踏まえた施肥・⼟作り □ □ □ □

8 新品種の導⼊ □ □ □ □

9 排⽔対策 □ □ □ □

10 農業機械の共同利⽤ □ □ □ □

11 スマート農業機器の活⽤ □ □ □ □

12 地域特認メニュー（        ） □ □ □ □

地域特認メニュー（        ） □ □ □ □

※ 添付書類
・契約に記載された内容の出荷・販売伝票等の写し

□

□□

□

○ 申請時に選択した品⽬毎の取組メニュー（３つ以上）のうち、実施していないものがある場合はその理由

番号 取組メニュー
⾼収益作物（輸出向け） ⾼収益作物（加⼯・業務⽤）

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

⼤⾖（加⼯向け）

□

⼤⾖（輸出向け）

□

□ □

□



（様式第７号） 

番   号  

年 月 日  

 

 

○○都道府県農業再生協議会 

会長         殿 

 

住所 

○○地域農業再生協議会 

会長          

 

 

水田リノベーション産地・実需協働プランに係る実施状況報告書について 

 

 

 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業実施要領（令和３年１月 29 日付け２政統第 1961 号

農林水産省政策統括官通知）別記１の第７の６の規定に基づき、水田リノベーション産地・実需協

働プランに係る実施状況報告書を作成したので、別添のとおり報告する。 

 

記 

 

 添付書類 水田リノベーション産地・実需協働プランに係る実施状況報告書 

 



作成年月日　　　　令和　年　月　日
都道府県・市町村名　
地域協議会・代表者名

１　低コスト生産等の取組実績

※　取組品目毎に別添の農業者別取組状況表を提出すること。

計画

実績

２　事業の実施状況

目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％） 目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％）

※　「目標達成の有無」欄には、水田リノベーション産地・実需協働プランで位置づけた目標を達成した場合は「○」、達成しなかった場合や実施しなかった場合は「×」を記入する。

様式第７号別添

助成対象者数（実人数）（人）

助成対象者数（実人数）（人）

チ
ェ
ッ

ク
欄

品目

計画 実績

令和３年度取組 令和３年度取組

面積

（m
2
）

出荷・販売
契約数量

（kg）

面積

（m
2
）

出荷・販売
契約数量

（kg）

新市場開拓用米

加工用米

麦　（輸出向け）

麦　（加工向け）

高収益作物（加工・業務用）

大豆　（輸出向け）

大豆　（加工向け）

高収益作物（輸出向け）

※　主食用米の作付面積はプランに参画している農業者に限らず、当該地域農業再生協議会全体の数値を記載すること。

計画
令和２年度　主食用米の作付面積（a）
令和３年度　主食用米の作付面積（a）

実績
令和２年度　主食用米の作付面積（a）

令和３年度　主食用米の作付面積（a）

実績値が目標に達してい
ない場合はその理由（２）を選択した場合

（1）又は（２）

目標達成
の有無

（３）又は（４）

目標達成
の有無（１）を選択した場合 （３）を選択した場合 （４）を選択した場合

○○地域実施状況報告書

品目

チ
ェ
ッ

ク
欄

大豆　（輸出向け）

大豆　（加工向け）

高収益作物（輸出向け）

加工用米

高収益作物（加工・業務用）

新市場開拓用米

麦　（輸出向け）

麦　（加工向け）

※　「助成対象者数（実人数）」欄には、品目毎の重複を除いた実人数を記載すること。

成果目標



0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

○○農業再生協議会　農業者別取組状況表
【新市場開拓用米】

番号
氏名又は

法人・組織名

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

低コスト生産等の取組

備考直播
栽培

疎植
栽培

令和3年度
取組面積

（m2）

高密
育苗

ﾌﾟｰﾙ
育苗

温湯
消毒

効率
移植

作期
分散

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

計画

令和3年度
取組面積

（m2）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

実績

地域
特認

合計

農薬
処理

肥料
削減

農薬
削減

多収
品種

共同
利用

ス
マート
農業

土づ
くり

効率
施肥



0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

○○農業再生協議会　農業者別取組状況表
【加工用米】

番号
氏名又は

法人・組織名

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

低コスト生産等の取組

備考直播
栽培

疎植
栽培

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

高密
育苗

ﾌﾟｰﾙ
育苗

温湯
消毒

効率
移植

作期
分散

計画

令和3年度
取組面積

（m2）

令和3年度
取組面積

（m2）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

実績

地域
特認

合計

農薬
処理

肥料
削減

農薬
削減

多収
品種

共同
利用

ス
マート
農業

土づ
くり

効率
施肥



0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

番号
氏名又は

法人・組織名

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

低コスト生産等の取組

令和3年度
取組面積

（m2）

令和3年度
取組面積

（m2）

備考地域
特認

○○農業再生協議会　農業者別取組状況表
【麦】（輸出向け、加工向け）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

計画 実績

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

合計

融雪
促進

栽培
管理

ふく
土踏
圧

難防
除雑
草

生育
予測
システ
ム

施肥
病害
虫防
除

排水
対策

共同
利用

ス
マート
農



0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

番号
氏名又は

法人・組織名

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

低コスト生産等の取組

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

令和3年度
取組面積

（m2）

共同
利用

ス
マート
農業

地域
特認

○○農業再生協議会　農業者別取組状況表
【大豆】（輸出向け、加工向け）

令和3年度
取組面積

（m2）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

計画 実績

300
Ａ技
術

難防
除雑
草

土づ
くり

新品
種導
入

施肥
均平
作業

摘心
栽培

畝間
冠水

団地
化

備考

合計

肥料
削減

農薬
削減

排水
対策



0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

令和3年度
取組面積

（m
2
）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

計画 実績

令和3年度
取組面積

（m
2
）

○○農業再生協議会　農業者別取組状況表
【高収益作物】（輸出向け、加工・業務用）　＜品目名：　　　　＞

番号
氏名又は

法人・組織名

低コスト生産等の取組

備考共同
利用

スマー
ト農業

地域
特認

生物
農薬

病害
虫対
策

土壌
消毒

ドリフ
ト対
策

肥料
削減

農薬
削減

合計

土づ
くり

新品
種導
入

排水
対策



（様式第８号） 

番   号  

年 月 日  

 

○○農政局長 

北海道農政事務所長   殿 

内閣府沖縄総合事務局長 

 

住所 

○○県農業再生協議会 

会長          

 

 

低コスト生産等の取組に係る都道府県事業実施状況報告書について 

 

 

 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業実施要領（令和３年１月 29 日付け２政統第 1961 号

農林水産省政策統括官通知）別記１の第７の６の規定に基づき、都道府県事業実施状況報告書を作

成したので、別添のとおり報告する。 

 

記 

 

 添付書類 都道府県事業実施報告書 

実施状況報告書 

 



作成年月日　　　　令和　年　月　日
都道府県協議会名　
代表者名

○ 低コスト生産等の取組実績

※ 地域農業再生協議会から提出のあったの実施状況報告書に基づき、取組品目毎に別添を提出すること。

計画

実績

実績
令和２年度　主食用米の作付面積（a）

令和３年度　主食用米の作付面積（a）
※ 主食用米の作付面積はプランに参画している農業者に限らず、当該地域農業再生協議会全体の数値を記載すること。

助成対象者数（実人数）（人）

助成対象者数（実人数）（人）

新市場開拓用米

※ 「助成対象者数（実人数）」欄には、品目毎の重複を除いた実人数を記載すること。

大豆　（加工向け）

高収益作物（輸出向け）

高収益作物（加工・業務用）

計画
令和２年度　主食用米の作付面積（a）
令和３年度　主食用米の作付面積（a）

麦　（加工向け）

大豆　（輸出向け）

麦　（輸出向け）

加工用米

様式第８号別添

都道府県事業実施状況報告書

チ
ェ
ッ

ク
欄

品目
出荷・販売
契約数量

（kg）

面積

（m
2
）

計画 実績

令和３年度取組 令和３年度取組

面積

（m
2
）

出荷・販売
契約数量

（kg）



目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％） 目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

令和3年度
取組面積

（m
2
）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

合計

（1）又は（２）

番号
地域農業再生
協議会名

助成
対象者数
（人）

計画 実績

令和3年度
取組面積

（m
2
）

目標達成
の有無

（３）又は（４）

目標達成
の有無（１）を選択した場合 （２）を選択した場合 （３）を選択した場合 （４）を選択した場合

低コスト生産等の取組　※人数を記載

直播
栽培

スマー
ト農業

地域
特認

備考疎植
栽培

高密
育苗

ﾌﾟｰﾙ
育苗

温湯
消毒

○○県農業再生協議会　品目別取組状況表
【新市場開拓用米】

多収
品種

共同
利用

実績値が目標に達して
いない場合はその理由

成果目標

効率
移植

作期
分散

土づ
くり

効率
施肥

農薬
処理

肥料
削減

農薬
削減



目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％） 目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

令和3年度
取組面積

（m
2
）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

合計

（1）又は（２）

番号
地域農業再生

協議会名

成果目標計画 実績

令和3年度
取組面積

（m
2
）

目標達成
の有無

（３）又は（４）

目標達成
の有無（１）を選択した場合 （２）を選択した場合 （３）を選択した場合 （４）を選択した場合

低コスト生産等の取組　※人数を記載

効率
施肥

土づ
くり

農薬
処理

肥料
削減

農薬
削減

温湯
消毒

効率
移植

作期
分散

多収
品種

共同
利用

スマー

ト農業

○○県農業再生協議会　品目別取組状況表
【加工用米】

助成
対象者数

（人）
直播
栽培

疎植
栽培

高密
育苗

ﾌﾟｰﾙ
育苗

実績値が目標に達して
いない場合はその理由

地域
特認

備考



目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％） 目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

助成
対象者数

（人）
地域
特認

備考実績値が目標に達して
いない場合はその理由

成果目標

施肥
病害
虫防
除

排水
対策

共同
利用

スマー
ト農

融雪
促進

栽培
管理

ふく
土踏
圧

難防
除雑
草

生育
予測
システ
ム

番号
地域農業再生

協議会名

計画 実績

令和3年度
取組面積

（m
2
）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

令和3年度
取組面積

（m
2
）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

合計

低コスト生産等の取組　※人数を記載

（1）又は（２）

○○農業再生協議会　品目別取組状況表
【麦】（輸出向け）

目標達成
の有無

（３）又は（４）

目標達成
の有無（１）を選択した場合 （４）を選択した場合（２）を選択した場合 （３）を選択した場合



目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％） 目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

令和3年度
取組面積

（m
2
）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

排水
対策

共同
利用

スマー
ト農

地域
特認

備考
病害
虫防
除

助成
対象者数

（人）

○○農業再生協議会　品目別取組状況表
【麦】（加工向け）

番号
地域農業再生

協議会名
実績値が目標に達して
いない場合はその理由

成果目標

（２）を選択した場合 （３）を選択した場合 （４）を選択した場合

計画 実績

令和3年度
取組面積

（m
2
）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

合計

（1）又は（２）

目標達成
の有無

（３）又は（４）

目標達成
の有無（１）を選択した場合

低コスト生産等の取組　※人数を記載

融雪
促進

栽培
管理

ふく
土踏
圧

難防
除雑
草

生育
予測
システ
ム

施肥



目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％） 目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

排水
対策

難防
除雑
草

土づ
くり

新品
種導
入

施肥
均平
作業

肥料
削減

農薬
削減（１）を選択した場合 （２）を選択した場合 （３）を選択した場合 （４）を選択した場合

共同
利用

○○農業再生協議会　品目別取組状況表
【大豆】（輸出向け）

低コスト生産等の取組　※人数を記載

摘心
栽培

300Ａ
技術

（1）又は（２）

目標達成
の有無

（３）又は（４）

目標達成
の有無

スマー
ト農業

地域
特認

備考実績値が目標に達してい
ない場合はその理由

成果目標

畝間
冠水

団地
化

合計

番号
地域農業再生

協議名

助成
対象者数
（人）

計画 実績

令和3年度
取組面積

（m2）

令和3年度
出荷・販売
契約数量
（kg）

令和3年度
取組面積

（m2）

令和3年度
出荷・販売
契約数量
（kg）



目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％） 目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

○○農業再生協議会　品目別取組状況表
【大豆】（加工向け）

番号
地域農業再生

協議名

計画 実績

令和3年度
取組面積

（m2）

令和3年度
出荷・販売
契約数量
（kg）

令和3年度
取組面積

（m2）

令和3年度
出荷・販売
契約数量
（kg）

（1）又は（２）

目標達成
の有無

（３）又は（４）

目標達成
の有無（１）を選択した場合 （２）を選択した場合 （３）を選択した場合 （４）を選択した場合

低コスト生産等の取組　※人数を記載

300Ａ
技術

新品
種導
入

施肥
均平
作業

摘心
栽培

畝間
冠水

団地
化

肥料
削減

農薬
削減

排水
対策

共同
利用

スマー
ト農業

地域
特認

備考

合計

助成
対象者数
（人）

土づ
くり

難防
除雑
草

実績値が目標に達してい
ない場合はその理由

成果目標



目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％） 目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

土づ
くり（１）を選択した場合

ス
マート
農業

計画 実績

令和3年度
取組面積

（m
2
）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

令和3年度
取組面積

（m
2
）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

排水
対策

ドリ
フト
対策（３）を選択した場合 （４）を選択した場合

共同
利用

成果目標

肥料
削減

農薬
削減

備考
新品
種導
入

合計

（1）又は（２）

○○農業再生協議会　品目別取組状況表
【高収益作物】（輸出向け）　＜品目名：　　　　＞

目標達成
の有無

（３）又は（４）

低コスト生産等の取組　※人数を記載

目標達成
の有無

実績値が目標に達して
いない場合はその理由（２）を選択した場合

番号
地域農業再生
協議会名

助成
対象者数
（人）

生物
農薬

病害
虫対
策

土壌
消毒

地域
特認



目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％） 目標（ha） 実績（ha） 目標（％） 実績（％）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

令和3年度
取組面積

（m
2
）

○○農業再生協議会　品目別取組状況表
【高収益作物】（加工・業務用）　＜品目名：　　　　＞

番号
地域農業再生
協議会名

備考実績値が目標に達して
いない場合はその理由

成果目標

生物
農薬

病害
虫対
策

土壌
消毒

ドリ
フト
対策

肥料
削減

令和3年度
取組面積

（m
2
）

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

計画

令和3年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

（1）又は（２）

目標達成
の有無

（３）又は（４）

目標達成
の有無（１）を選択した場合

実績

合計

低コスト生産等の取組　※人数を記載

（２）を選択した場合

農薬
削減

土づ
くり

新品
種導
入

排水
対策

共同
利用

ス
マート
農業

地域
特認

助成
対象者数
（人） （３）を選択した場合 （４）を選択した場合



（様式第９号 実需者用）

１　事業実施主体の情報

事業実施主体名 代表者氏名

住所 〒　　　－ 電話番号

（注）定款、規約等及び収支予算（又は収支決算）等、活動内容が確認できる資料を添付すること。

（注）いずれかに✓を入れること。同一の施設内で２つの取組を実施する場合は２つ✓をいれてかまいません。

（注）いずれかに✓を入れること。どちらも加入している場合は２つ✓を入れてかまいません。

２　事業の目的・効果等

（１）　事業の目的（現状、事業の必要性等）

（２）　事業により期待される効果

地域協議会名

（注）事業実施主体が参画しているプランの地域協議会名を全て記載すること。また、当該プランを添付すること。

メニュー 　　□　輸出拡大に向けた機械・施設整備　　　　□　国産シェア拡大に向けた機械・施設整備

加入要件

※事業実施主体において問題・課題となっていることや、課題の解決に向けて必要となる方策等について具体的に記載。
※課題解決に向けて、本事業をどのように活用し、どのような姿を目指すのかを具体的に記載。

※施設整備を行うことで得られる効果、課題解決にどのように資するか等具体的に記載。
※既存の施設がある場合は、既存の施設がありながら導入する理由を簡潔に記載。

　　□　ＧＦＰ（農林水産物・食品輸出プロジェクト　　　　□　ＫＫＰ（コメ海外市場拡大戦略プロジェクト）

新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち需要創出・拡大整備支援事業

事業実施計画書



（１）総事業費等

総事業費

（円）

合計

（注）備考欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、　同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には｢含税額」と

それぞれ記入すること。

（２）　輸出拡大のための機械・施設整備　①

　 （注１）事業内容については、実施要領別表○に定める施設の基準に基づき記載し、能力等を記載すること。

（注２）配分基準については、実施要領第○に定める配分基準に基づき、ポイントを記載すること。

（注３）加算ポイントの３については、都道府県による加算ポイントのため、都道府県と相談の上、該当すれば記載すること。

（注４）「プランに参画する割合」欄については、整備する施設等において、成果目標年度に出荷する農産物/加工品の原料農産物のうちプランに参画する農業者等が水田で生産した農作物が占める割合を記載すること。

（注５）「達成率」、「事業実施主体の評価」欄については、実績時及び事後評価時に使用するものとし、①事業実施主体の現状、課題・問題点、②本事業の取組による効果や成果目標の達成状況、

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因、④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等を記載すること。

3
1
(1)

1
(2)

1
(2)

21
1
(1)

1
(2)

1
(1)

1
(2)

2

事業実施主体の
評価

基礎ポイント２ 加算ポイント
備考

対象作物
名又は製
品名

事業内容
（区分、構造、規
格、能力等）

配分基準
プラン参
画農業者
の農作物
割合
（％）

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率（%）

基礎ポイント1 基礎ポイント2 加算ポイント

合計

３　計画の内容

メニュー

輸出拡大

国産シェア拡
大

国費要望額
（円）

都道府県費
（円）

市町村費
（円）

その他
（円）

備考



　　輸出拡大のための機械・施設整備　②

（３）　国産シェア拡大のための機械・施設整備　①

  　国産シェア拡大のための機械・施設整備　②

４　配分基準の詳細 ※配分基準のポイントの根拠となる数値等を記載してください

（１）　輸出拡大のための機械・施設整備

1
(2)

1
(1)

1
(2)

2 3

加算ポイント

1
1
(1)

1
(2)

1
(1)

1
(2)

2 3 1
1
(1)

配分基準

基礎ポイント1 基礎ポイント2 加算ポイント 基礎ポイント1 基礎ポイント2
対象作物名又は製

品名

事業実施前（○年度） 目標年度（Ｒ７年度）

備考

配分基準

1
(2)

1
(3)

2

基礎ポイント２ 加算

1
(1)

1
(2)

1
(3)

1
(1)

1
(2)

2 3
1
(1)

備考

1

基礎ポイント1 基礎ポイント2 加算ポイント

合計

対象作物
名又は製
品名

事業内容
（区分、構造、規
格、能力等）

配分基準
プラン参
画農業者
の農作物
割合
（％）

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率（%）

1
(3)

2

基礎ポイント２ 加算

1
1
(1)

1
(2)

1
(3)

1
(1)

1
(2)

基礎ポイント2 加算ポイント

合計
備考

2 3
1
(1)

1
(2)

対象作物
名又は製
品名

事業内容
（区分、構造、規
格、能力等）

配分基準
プラン参
画農業者
の農作物
割合
（％）

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率（%）

基礎ポイント1

1
(1)

1
(2)

基礎ポイント1 基礎ポイント2 加算ポイント

合計

基礎ポイント２ 加算ポイント

1
1
(1)

1
(2)

備考

1
(2)

2

対象作物
名又は製
品名

事業内容
（区分、構造、規
格、能力等）

配分基準
プラン参
画農業者
の農作物
割合
（％）

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率（%）

1
(1)

1
(2)

2 3

事業実施主体の
評価

事業実施主体の
評価

事業実施主体の
評価



（２）　国産シェア拡大のための機械・施設整備

５　事業実施予定場所等

市

町 番地 ㎡

村

６　施設利用計画

　（１）　施設利用計画

0 kg 0 kg 0 % kg % kg %

## ## ##

（注１）新設施設の場合、現状欄は「－」と記載。

（注２）既存施設と併せて使用する場合、取組後の処理量及び利用率（施設の処理量／目標年度の処理量）の欄には上段に全体の数値を、下段に括弧書きで導入する施設の数値を記入すること。

７　既存の関連施設の整備状況

kg % kg % kg %

（注１）既存施設と新設施設の関係について概念図を添付すること。

（注２）「利用率」の欄は、施設の規模・能力（処理量）に対する実績処理量の割合を記入すること。

８　補助対象施設を担保に供し、金融機関から融資を受ける場合の内容

金融機関名 融資名 融資額 償還期間 その他

整備年
事業名

（補助事業を活用した
場合）

３年前（○年度） ２年前（○年度） 前年度（○年度）

処理量 利用率 処理量 利用率 処理量

利用率

対象作物名又は製
品名

施設名
規模・能力

（出荷量、処理量）

過去３カ年の実績

利用率

（○年度） 事業実施年（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度）

処理量 利用率 処理量 利用率 処理量処理量

施設名

対象作
物名又
は製品

名

事業内容
（区分、構造、規格、能力

等）

現状 取組後

施設名等 導入予定場所 面積 用地の取得状況 備考

3
1
(1)

1
(2)

1
(2)

2 3 1
1
(3)

1
(1)

1
(2)

2

加算ポイント

1
1
(1)

1
(2)

1
(3)

1
(1)

配分基準

基礎ポイント1 基礎ポイント2 加算ポイント 基礎ポイント1 基礎ポイント2
対象作物名又は製

品名

事業実施前（○年度） 目標年度（令和７年度）

備考

配分基準



９　出荷量及び出荷額の見通し

（１）　輸出拡大のための機械・施設整備

kg kg kg kg kg kg

円 円 円 円 円 円

（２）　国産シェア拡大のための機械・施設整備

kg kg kg kg kg kg

円 円 円 円 円 円

（２）加算ポイント等の詳細

（注）「数値等」欄については、該当する取組内容について、○を記入し、割合については数値を記載すること。

国産シェア拡大のために整備する施設等のう
ち、出荷農産物の国産割合又は出荷加工品の国
産原材料割合

％

目標年度における、整備する施設等において出
荷する農産物/加工品のうち輸出仕向けの割合

％

目標年度における、整備する施設等において出
荷する農産物/加工品の原料農産物のうちプラ
ンに参画する農業者等が水田で生産した農作物
が占める割合

％

数値等 数値等の根拠 備考

ＨＡＣＣＰ等認定の取得 有・無
取得時期：
（取得予定時期）

取組内容

うち国産 うち国産 うち国産 うち国産 うち国産 うち国産

うち国産 うち国産 うち国産 うち国産 うち国産 うち国産

対象作物名 現状
取組後

備考１年目
（○年度）

２年目
（○年度）

３年目
（○年度）

４年目
（○年度）

５年目
（○年度）

うち輸出 うち輸出 うち輸出 うち輸出 うち輸出 うち輸出

うち輸出 うち輸出

２年目
（○年度）

３年目
（○年度）

４年目
（○年度）

５年目
（○年度）

主な輸出先国を記
載

うち輸出 うち輸出 うち輸出 うち輸出

対象作物名又
は製品名

現状
取組後

備考１年目
（○年度）



１０　その他

１１　添付資料

別紙１及び次に掲げる資料について添付すること。

①概算設計書、見積書等、事業費の積算根拠となる資料、②費用対効果分析、③施設の規模算定根拠、④施設の能力、稼働時間等の詳細、⑤位置、配置図、平面図　⑥カタログ等、

⑦施設の管理運営規程、⑧収支計画、⑨その他都道府県知事が必要と認める資料　等

同意します □
本事業の実施に当たり、農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第57号）の第13条に則り、事業者名、所在地、事
業規模等について、事業実施主体の規模及び性質、採択の有無等に関わらず、株式会社日本政策金融公庫に提供することに同意します。

※同意いただけなかった場合でも、事業の採択等に影響はございません。

※農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第57号）第一三条
　国、都道府県等、株式会社日本政策金融公庫は、農林水産物及び食品の輸出の促進の総合的かつ
　一体的な推進を図るため、相互に連携を図りながら協力するよう努めなければならない。

同意しません □



（別紙）費用対効果分析

１　効果の内容

　(ア)　輸出額向上効果

データの根拠

　(イ)　出荷額向上効果

データの根拠

　(ウ)　施設維持管理コスト削減効果

データの根拠

　欄が足りない場合には欄を追加して記載する。

効果内容 現況
(千円)
①

事業実施計画の最終年度
（千円)
②

①②事業実施計画より

効果内容 現況
(千円)
①

事業実施計画の最終年度
（千円)
②

年効果額
(千円)

③=①-②

年効果額
(千円)

③=②-①

輸出額

効果内容 現況
(千円)
①

事業実施計画の最終年度
（千円)
②

①②事業実施計画より

年効果額
(千円)

③=②-①

出荷額（アの輸出額分は除く）

計

①②事業実施計画より



２　投資効率等の総括

　(1)　年総効果額の総括 (単位：千円)

　(イ)　出荷額向上効果食品製造の向上に係る効果

　(ア)　輸出額向上効果 0

　(ウ)　施設維持管理コスト削減効果 0

計 0

0

効果区分 効果内容 年総効果額



　(2)　総合耐用年数の算出 (単位：千円)

④ ⑤

年

データの根拠

注1 　総合耐用年数は、小数点以下１桁を切り上げて求めるものとします。

2 　欄が足りない場合には欄を追加して記載する。

　(3)　経済効果総括表

注1 　還元率=｛ｉ×(１＋ｉ)
ｎ
｝÷｛(１＋ｉ)

ｎ
-１｝、ｉ=０．０４(割引率)、ｎ=総合耐用年数　（実施要綱　別表３参照）

2 　費用対効果は小数点以下３桁を切り上げて求めるものとします。

機械・施設名
耐用年数

①
工事費等

②
年工事費(減価額)

③=②÷①

計

総合耐用年数　　⑥=④÷⑤

①平成30年財務省令第31号

②事業実施計画より

千円年総効果額　【２（１）】 ②

区分

投資効率 ⑤=(②÷④)÷①

算式 数値 備考

総事業費　【２（２）④】 ① 千円

還元率　【別表】 ④

総合耐用年数　【２（２）⑥】 ③ 年



（様式第 10号） 

番   号 

年 月 日   

 

都道府県知事 殿 

 

住所 

 事業実施主体名 

 代表 

 

 

新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち需要創出・拡大整備支援事業に 

かかる事業実施計画書（の変更）について 

 

 

 新市場に向けた水田リノベーション事業実施要領（令和３年１月 29日付け２政統第 1961 号農林

水産省政策統括官通知。）別記２の第３の１の規定に基づき、事業実施計画書を作成（変更）したの

で、下記の関係書類を添えて承認を申請する。 

 

記 

 

 添付書類 事業実施計画書 

 



様式第11号　表紙

都道府県名

新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち
需要創出・拡大整備支援事業

（実施状況報告兼評価報告書）

事業実施年度 令和○（西暦〇〇）～○（西暦〇〇）年度

都道府県事業実施計画書



都道府県名：

１　都道府県事業実施計画

　（１）輸出拡大又は国産シェア拡大のための具体的な取組内容

　（２）地域農業の現状、課題と対応方針、取組により期待される効果、目標及びその実現のために地域の関係者が果たす役割

　（３）事業実施主体及びその取組内容

事業実施主体の名称 住所 代表者名 取組内容 備考

（４）計画の内容 　※適宜、欄を追加して記載してください。

ア　輸出拡大のための機械・施設整備（１）

　　輸出拡大のための機械・施設整備（２）

（事業実施状況報告書兼評価報告書）

配分基準

№

1
(1)

加算ポイント

3

新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち需要創出・拡大整備支援事業

都道府県事業実施計画書

1

事業実施
主体名

対象作物
名又は製
品名

事業内容
（区分、構造、規
格、能力等）

配分基準

1
(1)

2

3

4

事業実施
主体名

対象作物
名又は製
品名

事業内容
（区分、構造、規
格、能力等）

基礎ポイント2基礎ポイント1
備考

備考

1
1
(1)

1
(2)

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)合計

2
1
(2)

基礎ポイント1 基礎ポイント2 加算ポイント

合計

1
1
(1)

1
(2)

1
(1)

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)1

(2)
2

事業実施主体の評価

3

基礎ポイント２ 加算ポイント

1
(1)

1
(2)

1
(2)

2

事業実施主体の評価
加算ポイント

達成率（%）

1
(2)

1
(2)

様式第11号

達成率（%）

基礎ポイント２

2



イ　国産シェア拡大のための機械・施設整備（１）

  　国産シェア拡大のための機械・施設整備（２）

（注１）（５）計画の内容については、取組メニューに応じて記載をし、取組内容については簡潔に記載すること。

（注２）「配分基準」欄については、実施要領第○に基づき設定した配分基準（成果目標）の内容を記載すること。

（注３）「達成率」、「事業実施主体の評価」欄については、実績時及び事後評価時に使用するものとし、①事業実施主体の現状、課題・問題点、②本事業の取組による効果や成果目標の達成状況、

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因、④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等を記載すること。

（注４）成果目標（現状、目標、実績）の算出根拠となる資料（データ等）を添付すること。

（５）その他　※特記すべき事項があれば記載してください

事業実施
主体名

対象作物
名又は製
品名

事業内容
（区分、構造、規
格、能力等）

配分基準

基礎ポイント1 加算ポイント

合計

1

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)1

(1)
1
(2)

1
(1)

1
(2)

2 3

事業実施
主体名

対象作物
名又は製
品名

事業内容
（区分、構造、規
格、能力等）

配分基準

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)1

(1)
1
(2)

基礎ポイント1

1

1
(3)

基礎ポイント2

基礎ポイント2 加算ポイント

合計1
(1)

事業実施主体の評価 備考

1
(2)

1
(3)

2 3

達成率（%）

2

備考
基礎ポイント２ 加算

1
(1)

事業実施主体の評価

1
(2)

1
(3)

達成率（%）

基礎ポイント２ 加算

1
(1)

1
(2)

1
(3)

2



２　事業計画（実績）

（１）総括表

総事業費

（円）

都道府県附帯事務費

合計

（２）取組一覧

別添のとおり。

事業実施主体名メニュー

輸出拡大

国産シェア拡
大

国費要望額
（円）

都道府県費
（円）

備考
市町村費
（円）

その他



（別添１）

ア　輸出拡大のための機械・施設整備

内訳

№

　（円）

イ　国産シェア拡大のための機械・施設整備

内訳

№

　（円）

（注１）「№」欄には、１の（４）の番号を記載すること。

（注２）附帯事務費の事業内容欄は、政策統括官が別に定める附帯事務費の使途基準により記入すること。

（注３）「成果目標」欄には、設定した成果目標の数値を記載すること。

（注４）備考欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、　同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には｢含税額」とそれぞれ記入すること。

備考
事業実施主体の

評価
都道府県の評価

基礎ポイント２ 加算ポイント

1
1
(1)

3
1
(1)

1
(2)

1
(2)

2

費用対効
果分析結

果

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

達成率（%）

1
(2)

1
(1)

1
(2)

2

基礎ポイント2 加算ポイント

合計

対象作物
名又は製

品名

事業内容
（区分、構造、規

格、能力等）

配分基準

合計

総事業費

国費要望額
（円）

都道府県費
（円）

市町村費
（円）

その他
（円）

基礎ポイント1

1
（2）

2

対象作物
名又は製

品名

事業内容
（区分、構造、規

格、能力等）

総事業費 配分基準

合計

3
1
(1)

1
(2)

1
(3)

国費要望額
（円）

都道府県費
（円）

市町村費
（円）

その他
（円）

基礎ポイント1

備考

1
1
(1)

1
(2)

1
(3)

1
(1)

都道府県の評価

2

事業実施主体の
評価

合計

基礎ポイント2 加算ポイント 費用対効
果分析結

果

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

基礎ポイント２ 加算

達成率（%）



（様式第 12号） 

 

番   号 

年 月 日  

 

○○農政局長 

北海道農政事務所長   殿 

内閣府沖縄総合事務局長 

 

都道府県知事          

 

 

新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち需要創出・拡大整備支援事業に 

かかる都道府県事業実施計画書について 

 

 

 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業実施要領（令和３年１月 29 日付け２政統第 1961 号

農林水産省政策統括官通知）別記２の第３の２の規定に基づき、都道府県事業実施計画書を作成し

たので、下記の関係書類を添えて承認を申請する。 

 

記 

 

 添付書類 都道府県事業実施計画書 

      事業実施主体の事業実施計画書 

 



（様式第 12号－１） 

 

番   号  

年 月 日  

 

○○農政局長 

北海道農政事務所長   殿 

内閣府沖縄総合事務局長 

 

都道府県知事         

 

 

新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち需要創出・拡大整備支援事業 

にかかる都道府県事業実施計画書の変更について 

 

 

 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業実施要領（令和３年１月 29 日付け２政統第 1961 号

農林水産省政策統括官通知）別記２の第３の７の規定に基づき、都道府県事業実施計画を変更した

ので、下記の関係書類を添えて承認を申請する。 

 

記 

 

 添付書類 都道府県事業実施計画書 

 



様式第13号

番　　　号　　

年　月　日　　

　都道府県知事　殿

住所

事業実施主体名

代表

１

２

３ 　当該事業については、着手から交付決定を受ける期間内においては、計画変更
は行わないこと。

令和○年度新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち需要創出・拡大
整備支援事業交付決定前着手届

　計画に基づく別添の事業について、下記条件を了承の上、交付決定前に着手したいの
で届け出ます。

記

　交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業に損
失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担することとする。

　交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合に
おいても、異議がないこと。



（様式第 14号） 

番   号  

年 月 日  

 

 

都道府県知事   殿 

 

 住所 

事業実施主体名 

代表 

 

 

新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち需要創出・拡大整備支援事業に 

かかる事業実施状況報告及び評価報告（○○年度） 

 

 

 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業実施要領（令和３年１月 29 日付け２政統第 1961 号

農林水産省政策統括官通知）別記２の第５の７の（１）（第５の８の（１））の規定に基づき、事業実

施状況報告書（評価報告書）を作成したので、別添のとおり報告する。 

 

記 

 

 添付書類 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち需要創出・拡大整備支援事業 

にかかる事業実施状況報告書（評価報告書） 

 



（様式第 15号） 

 

番   号  

年 月 日  

 

 

地方農政局長 

北海道農政事務所長   殿 

 内閣府沖縄総合事務局長 

 

都道府県知事 

 

 

新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち需要創出・拡大整備支援事業に 

かかる事業実施状況報告及び評価報告（○○年度） 

 

 

 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業実施要領（令和３年１月 29 日付け２政統第 1961 号

農林水産省政策統括官通知）別記２の第５の７の（３）（第５の８の（２））の規定に基づき、事業実

施状況報告書（評価報告書）を作成したので、別添のとおり報告する。 

 

記 

 

 添付書類 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち需要創出・拡大整備支援事業 

にかかる事業実施状況報告書（評価報告書） 

 



様式第16号

都道府県知事　殿

事業実施主体名

所　在　地

代表者氏名

１　事業の導入及び取組の経過

２　事業実施計画の目標が未達成である原因及び問題点

３　事業の実績

４　改善計画

５　改善計画を実施するための推進体制

番 号

年 月 日

令和○年度新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち需要創
出・拡大整備支援事業における改善計画
（　　年度）について

　令和○年度において、新市場開拓に向けた水田リノベーション事業のうち需要創出・
拡大整備支援事業に係る計画の目標の達成が図られるよう、改善計画を実施することと
するので、報告します。

記

実
績

(　年
度)

達成
度
％

成果目標の具体的な内容

事業実施後の状況（実績）

区分
基　準
（  年
度)

目　標
(  年度)

 （問題点の解決のために必要な方策を、事業内容の見直しを含め具体的に記述すること。）




